
理事長 斉藤正行

令和４年４月２７日（水）

第18回
地域の介護と福祉を考える参議院議員の会

『コロナ禍を経た介護分野の課題』
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介護・障害福祉事業者による横断的（法人・サービス種別）組織体制

「産業化の推進」・「生産性向上の推進」を2大テーマとする。

当団体について

法人形態 一般社団法人
法人名 全国介護事業者連盟
設立年月日 2018年6月
本部所在地 東京都千代田区麹町4丁目
代表者 斉藤正行

介護・障害福祉事業者会員数 ： 1,987社 13,582事業所
※令和4年4月現在
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一般社団法人全国介護事業者連盟組織体制

理事長：斉藤正行 ㈱日本介護ベンチャーコンサルティンググループ 代表取締役 東京
副理事長：久野義博 ㈱日本ヒューマンサポート 代表取締役 埼玉
副理事長：永井正史 社会福祉法人慶生会 理事長 大阪
副理事長：原口秀樹 ㈱フロンティア 代表取締役 愛知
副理事長：水戸康智 ㈱MOEホールディングス 代表取締役 北海道
理事：池田元気 ㈱元気な介護 代表取締役 北海道
理事：國本正雄 医療法人健康会 理事長 北海道
理事：岩﨑英治 ㈱グレートフル 代表取締役 埼玉
理事：山本教雄 メディカル・ケア・サービス㈱ 代表取締役 埼玉
理事：栗原志功 社会福祉法人知心会 理事長 千葉
理事：遠藤健 SOMPOケア㈱ 代表取締役会長CEO 東京
理事：小川義行 イー・ライフ・グループ㈱ 代表取締役 東京
理事：中川亮 日本福祉コンサルティンググループ㈱ 代表取締役 東京
理事：袴田義輝 HITOWAケアサービス㈱ 代表取締役 東京
理事：濱岡邦雅 セントケア・ホールディング㈱ 取締役執行役員 東京
理事：別宮圭一 ㈱インターネットインフィニティー 代表取締役 東京
理事：三重野真 日本ホスピスホールディングス㈱ 顧問 東京
理事：宮本剛宏 ㈱ケアリッツ・アンド・パートナーズ 代表取締役 東京
理事：高田大輔 社会福祉法人横浜来夢会 理事長 神奈川
理事：高畠毅 ㈱ツクイ 代表取締役 神奈川
理事：浅井孝行 アサヒサンクリーン㈱ 代表取締役 静岡
理事：林隆春 ㈱アバンセライフサポート ファウンダー 愛知
理事：谷口直人 ㈱日本介護医療センター 会長 大阪
理事：松本真希子 社会福祉法人あかね 理事長 兵庫
理事：森剛士 医療法人社団オーロラ会 理事長 ㈱ポラリス 代表取締役 兵庫
理事：福嶋裕美子 社会福祉法人ドルフィン福祉会 理事長 ㈱ドルフィンエイド 代表取締役 岡山
理事：森永常夫 ㈱ケア・ステーション 取締役 香川
理事・直前理事長：野口哲英 一般社団法人日本医療・介護経営支援機構 代表理事 東京

※令和4年4月現在 2
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本部・支部・政治連盟役割体制

■政連：ロビー活動

■本部
・団体折衝
・政策提言
・広報、事業企画・運営
・支部管理

■各支部
・政策提言
・組織拡大・会員獲得
・セミナー、勉強会企画・運営

全国介護事業者連盟
本部

（社団法人）

全国介護事業者
政治連盟
（政治団体）

北海道支部

群馬県支部 東京都支部 神奈川県支部 埼玉県支部 千葉県支部

福岡県支部兵庫県支部

その他、全国47都道府県各支部の設立準備中

新潟県支部

沖縄県支部

東北支部 関東支部 東海支部 九州支部関西支部 四国支部

障害福祉事業部会

大阪府支部

熊本県支部 鹿児島県支部 愛知県支部 岡山県支部



オミクロン株の流行に伴う

介護現場の現状について

介
護
産
業
の
推
進
・生
産
性
向
上
に
向
け
た
介
護
事
業
者
の
横
断
組
織

4



会員法人A社の状況報告
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オミクロン株の影響

• 52事業所中15事業所で一時休業（2月24日現在）

• 休業日延べ82日間

• ご利用者様・スタッフ陽性によるもの以外の影響大

– 保育園で陽性者発生→出勤できず

– 家族が陽性→濃厚接触者（みなし陽性）→出勤できず

– 小学校で陽性者→学級閉鎖→出勤できず

– 事業支援（ヘルプ要員）が濃厚接触者→出勤できず

• 濃厚接触者も6日間自宅待機の指示⇒職員確保できず

◆濃厚接触者で無症状者の出勤不可多数
◆ヘルプでの対応も困難な状況休業せざるを得ない事業所が複数
◆大幅な減収減益に陥っている
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デイサービス事業所の売上・欠席率推移
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デイサービス事業所の利益推移
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・全国でクラスターが多数発生する中、現場は懸命に対処している。

・感染拡大防止に向けた取組みも徹底して対応している。

・介護現場による下支えが、医療崩壊の防波堤となっていることを、
改めて評価頂きたい。

・早期のワクチン４回目接種体制の確保に向けて当団体としても最
大限の協力をしていきたい。

・新規感染者の拡大とともに、深刻な問題は、濃厚接触者の増大に
伴う人員体制の確保、シフト調整である。

・同時に、ウクライナ情勢による更なるエネルギーコスト等の増大に
よって、経営的に苦しい状況に追い込まれている事業者への支援策
を検討頂きたい。

・医療現場と同様、介護現場へ最大限の配慮と評価を頂きたい。
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介護従事者に対する
処遇改善について
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介護報酬改定による処遇改善

～2022年10月以降の対応～
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財政制度審議会
財政制度等分科会

『社会保障について』

令和4年4月13日
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介護及び障害福祉現場
からの要望事項
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感染拡大防止に向けた要望事項

②抗原検査に対する介護・障害福祉事業所への助成金について

介護及び障害福祉の現場における感染拡大防止に対して、抗原
検査等による定期的な一斉検査が有効であり、政府からも推奨され
ています。同時に陽性者や濃厚接触者が事業所内に発生した場合
には、早急な検査体制の確保が必要となり、抗原検査等の費用負担
が現場において大きくなってきていることから、抗原検査等に対する
助成金の活用方法を改めて検討をお願いいたします。

①各種コロナ対策における対象地域の検討方法について

様々な事業者向けの対策を講じて頂き感謝申し上げます。
その中で、支援策のいくつかには、「まん延防止等重点措置区域等」
において限定された支援策がありますが、クラスター発生など事業所
単位の実情が重要であり、全国的な感染状況を踏まえて、改めて各
施策の対象地域等の拡大の検討をお願いいたします。
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コロナ禍による感染対策に伴う「かかり増し経費」に対する様々な支援
策に感謝申し上げておりますが、依然として続くコロナ禍の状況により継
続的なコスト負担が増している最中に、ウクライナ情勢から端を発したエ
ネルギー関連コストの増大が、介護及び障害福祉事業者の大きな収益
圧迫要因となっております。
とりわけ、大型施設における電気代やガス代の高騰、更には、通所系
サービスにおいては毎日の車両送迎が発生することから、ガソリン代の
高騰による影響も厳しい情勢となっております。
これらの影響は介護・福祉業界のみの問題ではなく、経済界・社会全
般の課題であることは承知しております。そのような情勢の中、令和4年
度予算の予備費の活用や、補正予算においてエネルギー関連コスト増
大に対する支援策を、介護及び障害福祉事業者に対する支援策も追加
頂きたく検討を強くお願い申し上げます。

①補正予算によるエネルギー関連コスト増に対する支援について

事業者の経営支援に関する要望事項
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令和元年度以降、介護・障害福祉事業者向けの無担保・無利子の
融資策を講じて頂き、結果としてコロナ禍の厳しい経済情勢の中でも、
介護事業者の倒産件数は減少しています。他方で、スピード重視の中、
令和元年度は融資審査も簡素化され、コロナ禍による困窮した事業者
以外への融資も数多く実行され、多くの予算が執行されたと感じていま
す。
結果として、今年度は融資実行に際しての審査が非常に厳しい状況と
なっており、第５波、第６波によって経営影響を受けて資金繰りが行き詰
まってきつつある本来救うべき事業者への融資が厳しくなっている状況
があります。これらの状況を踏まえて、よって、無利子・無担保ではなくと
も、審査要件を緩和した介護・障害福祉事業者に対するコロナ融資枠を
改めて検討頂きたく、強くお願い申し上げます。

②介護・障害福祉事業者向け融資施策の要件緩和について

事業者の経営支援に関する要望事項
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①介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善加算の
介護職員等ベースアップ等支援加算の統合

②介護事業者の裁量権の拡大

処遇改善関連の加算について、令和2年3月に基本的な考え方の整理、事務
処理手順及び様式事例が提示され、計画書及び実績報告書等が一本化された
ものの、なお加算の算定に際して、現場における事務作業量は膨大です。その上
で、2月からの支援補助金（介護職員1人あたり月額9000円程度）及び10月から新
加算が3つ目の加算として創設されることから、2024年介護報酬改定において、
書式の一本化のみならず、加算制度の統合実現についての検討をお願いいたし
ます。

介護従事者の処遇改善を図ることは業界共通の課題であり、解決に向けて処
遇改善関連加算制度の意義は十分に理解しているものの、他方で、従業員の給
与規定に関する事項は企業経営の根幹に係る事柄であり、過分な加算設定及
び詳細な要件は介護事業者の経営の独自性に影響を及ぼします。そのため、
処遇改善関連加算制度の運用において、事業者の裁量権の拡大を前提とした
制度設計をお願いいたします。

介護及び障害福祉従事者への処遇改善
介
護
産
業
の
推
進
・生
産
性
向
上
に
向
け
た
介
護
事
業
者
の
横
断
組
織

25



社会保障改革に向けた法改正・報酬改定

今後の人口構造に鑑みると財政再建に向けた取組みの必要性は言う
までもないことであり、社会保障費については、単なる削減ではなく、効
率化・適正化に向けた協力を当連盟としてもしっかりと行っていきたいと
考えています。
他方で、我々事業者は、要介護高齢者及び障害者・児の命と暮らしを
守る立場であり、利用者に対する影響が大きい改革については、慎重な
議論をお願いいたします。
財政審による意見提言のうち、とりわけ、ケアマネジメントや福祉用具
貸与に関する指摘は、当連盟においても委員会を設置し、要望事項を
取りまとめているところでもあり、現場の意見をしっかりと反映頂いた上で
議論を進めて頂きたいと思います。
また、訪問介護及び通所介護における要介護１・２の者の総合事業へ
の移管について、現行のルールのまま総合事業に移管されれば、多くの
事業者が事業継続できないことからも、更なる慎重な議論とともに総合
事業の制度改革を合わせて検討くださいますようお願いいたします。

①軽度者改革及びケアマネジメントの在り方について
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